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(5) 相当因果関係のある複数身体障害 (1 原因事故かつ 1保険事故)















↗( 1 ) 平成 26 年度における保険金支払は、被害者数で、普通傷害保険は 617,321 人、家族傷













判断を示した (最判 (二小) 平成 13 年 4 月 20 日・民集 55 巻 3 号 682 頁、










に関する判断を示し始めた (最判 (二小) 平成 19 年 7 月 6 日・民集 61 巻
5 号 1955 頁、最判 (一小) 平成 19 年 7 月 19 日・生保判例集 19 巻 334 頁、
最判 (二小) 平成 19 年 10 月 19 日・集民 226 号 155 頁、最判 (三小) 平
成 25 年 4 月 16 日・集民 243 号 315 頁)。これらの判決は、傷害保険にお
ける外来性要件や疾病免責条項に関する判断を示すものであるが、従前か
害保険は 331,349 人である (損害保険料率算出機構 (2016) 36-39 頁参照)。なお、両傷害
保険が傷害保険の中心種目であり、両傷害保険の保険金が傷害保険全体の保険金の約 82%
を占める (同 35 頁参照)。
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次の A〜Cが、A → B → Cの順に発生し、かつ、それぞれの間 (す
なわち、AB間および BC間) に相当因果関係が存在することが必要条
件となる (なお、AB間の関係が相当因果関係であることについて、前







そして、原因事故 (上記 A) が、約款に規定された条件 (次述②参照)
を充足するものであり、かつ、そのような原因事故によって被保険者が
受傷すること (上記B) が傷害保険の保険事故であると考えられている
( 4 )( 5 )
。
( 3 ) 傷害保険約款において、傷害保険の対象となる傷害が限定されたり拡大されたりしている。
( 4 ) 北沢 (1937) 273 頁、損害保険料率算定会 (1968) 130 頁、安田火災 (1980) 137 頁、
古瀬 (1982) 108 頁、田中=原茂 (1987) 304 頁、坂口 (1991) 362 頁、中西 (1992) 2-3
頁、田辺 (1995) 274 頁、石田満 (1997) 349 頁、西嶋 (1998) 380 頁、肥塚 (1999) 49
頁、三井海上火災保険 (2000) 12 頁、山下友信 (2005) 448 頁、潘 (2006) 210 頁、萩本
(2009) 167 頁、東京海上日動火災保険 (2016) 97 頁、山野 (2015) 5 頁参照。ただし、少
数説であるが、給付事由の発生をもって傷害保険の保険事故と捉える考え方もある。倉澤






( 5 ) ただし、海外旅行傷害保険では、原因事故のことを「保険事故」と定義している (海外
旅行傷害保険傷害死亡保険金支払特約 (標準約款) 1 条)。なお、海外旅行傷害保険の約款




備が求められている。換言すると、この 3要件 (以下、原因事故 3要件
という) を全て充足する原因事故が発生していることが、保険給付の必











述 3 (9) 参照)。
なお、一般に、保険約款では原因事故 (または、原因事故 3要件を充
足する原因事故) のことを「事故」と称している (普傷普約 2 条 1 項
注)。ところで、同項 (注) で定義されている「事故」という約款用語
は、その後の約款条項においても使用されているが (詳細は後述 3 (7)





( 6 ) なお、自動車保険の人身傷害補償保険における保険事故である「人身傷害事故」は、急
激性・偶然性・外来性の 3要件を充足する事故によって被保険者が身体に傷害を被ること
と保険約款で定義されている。そして、この定義規定中の「事故」は、保険約款で、自動
































( 7 ) 傷害保険事故において、どの段階の事象を原因事故と捉えるべきかという論点に関して
は、十分な議論がほとんどなされてこなかったように思われる (例外的に正面から論じる
ものとして、たとえば植草 (2013)、横田 (2013) 参照)。













)。そのため、原因事故先行特定説 (a) と同説 (b) で
は、原因事故として捉える事象が異なることがある。




























































































(14) 潘 (2006) 267 頁、274 頁、竹濵 (2008) 111 頁参照。なお、この原因事故受傷直前事
象説は、原因事故の捉え方を因果関係の問題と捉える立場では近因説になるかと思われる
(たとえば、宮島 (1936) 154 頁参照)。
(15) 溺水とは、意図せずに沈水 (submersion) や浸水 (immersion) で呼吸障害が生ずるこ
とである。けれども、意図せずに鼻口部が水没することを溺水と呼ぶこともあれば、その結









原因事故先行特定説では、まずは受傷 (この例では (カ) 水中での窒息。








否かを検討することになるが、原因事故 (ア) と受傷 (カ) との間に
(イ)〜(オ) という事象が介在しているものの、相当因果関係が存在する
ものと考えられる。
他方、原因事故複数候補選択説では、まずは受傷 (この例では (カ) 水

































① 平成 19 年までの下級審の判例動向
前掲最判平成 19 年 7 月 6 日までは、主として原因事故先行特定説




。東京地判平成 12 年 9 月 19 日・判タ 1086 号
↗




いし (原因事故先行特定説 (a))、転倒を原因事故と捉えたうえで、原因事故 3 要件の判
断にあたっては当該原因事故の前段階事象も考慮したのかもしれない (原因事故先行特定
説 (b))。他方、控訴審である東京高判平成 9 年 9 月 25 日・判タ 969 号 245 頁 (上告棄







福岡高判平成 18 年 11 月 16 日・自保ジャーナル 1820 号 161 頁も、(サ)
(具体的には特定されていないが、内因的疾患ないし主として基礎疾患
の影響) を原因事故と捉えているようである。さらに、大阪高判平成






。福岡高判平成 8年 4 月 25 日・判時 1577
号 126 頁は、(ス)(溺水吸引) を原因事故と捉える可能性を認めている。
ただし、当該原因事故の原因には外来性なしとして保険金請求を棄却し
ている。また、名古屋地判平成 14 年 9 月 11 日・生保判例集 14 巻 583
断定できるには至らない。」と述べる)。






























。神戸地判平成 18 年 1 月 18 日・判
時 2006 号 156 頁 (前掲・大阪高判平成 19 年 4 月 26 日の原審) も同様




(原審の神戸地判平成 17 年 6 月 14 日・判時
1944 号 160 頁も同様であると考えられる)。福岡高判平成 18 年 11 月 16
日・自保ジャーナル 1820 号 161 頁も同様である。
なお、原因事故複数候補選択説を採用したと考えられる裁判例もある。
たとえば、長崎地裁大村支判平成 7 年 11 月 24 日・判時 1577 号 128 頁
(前掲・福岡高判平成 8 年 4 月 25 日の原審) は、(ス)(溺水吸引) を原
因事故としたうえで、それ以前の事象は外来性判断で考慮していない。


































また、神戸地判平成 18 年 1 月 18 日・判時 2006 号 156 頁、同控訴









(22) 原因事故先行特定説 (b) でも看護師の看護義務違反を原因事故と捉える可能性もある
(前注参照)。その場合は、原因事故複数候補選択説と原因事故先行特定説 (b) のいずれ
を採用したのか不明であるとも言える。







② 平成 19 年以降の最高裁判決
(a) 最判平成 19 年 7 月 6 日





















傷害が (ツ)、給付事由が (ト) であると考えられるが、原因事故が
(23) ただし、福田 (2009) 173 頁は、こと入浴中の溺死事故に関しては原因事故先行特定説
(b) が否定されていないと解することも可能だとする。
(24) なお、最高裁第一小法廷は同月 19 日の決定において、福岡高判平成 18 年 11 月 16 日・
前掲本文 2(3) ①の上告受理申立てについて不受理を決定している (最決 (一小) 平成 19
年 7 月 19 日・自保ジャーナル 1820 号 168 頁)。法廷は異なるものの、原審判決が原因事
故先行特定説 (b) を少なくとも明確には採用していないため不受理としたものと思われ
る (もし、原審判決が明確に原因事故先行特定説 (b) を採用していた場合には、前掲最
判 (二小) 平成 19 年 7 月 6 日に反するため、判決を下さざるを得なかったかと思われる)。
15(315)
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(b) 最判平成 19 年 7 月 19 日
上記判決の直後、別の小法廷で外来性に関する最高裁の判断が示され

































案しないという前掲最判平成 19 年 7 月 6 日に明確に反してしまうことになる。さらに、
16 (316)
直前事象説を否定したことになる。
また、この判決は、前掲大阪高判平成 11 年 9 月 11 日と、事案の内容
も判決の内容も似ているので、先に検討したとおり (前述 2 (3) ①参
照)、最高裁は原因事故複数候補選択説または原因事故先行特定説 (b)
を採用したことになる (原因事故先行特定説 (a) では原因事故をてん
かん発作と捉えることになると思われるので、そうだとすれば同説も採
用していないことになる)。





(c) 最判平成 19 年 10 月 19 日

















として、高橋 (2014) 80 頁参照。まさに、原因事故の候補事象となる複数の事象が存在し、
その中から原因事故とする事象を選択したことを意味するものと思われる。
(28) 人身傷害補償保険の法的性質を傷害保険契約と捉える立場として、たとえば、加瀬
(2009) 58-59 頁参照 (なお、潘 (2010) 84 頁は「実損填補型の傷害保険」とする)。けれ
ども、一般には損害保険契約と考えられている。たとえば、萩本 (2009) 143 頁、佐野








































(d) 最判平成 25 年 4 月 16 日
平成 19 年の 3つの最高裁判決 (上記 (a)〜(c)) から 6年後となるが、



























(31) 山野 (2012) 82 頁注 15、横田 (2013) 52 頁、洲崎 (2014) 117 頁も、窒息を傷害と捉
えている。他方、潘 (2013) 22 頁注 50 は、窒息を原因事故と捉えている。




























































③ 平成 20 年以降の下級審の判例動向
平成 19 年に 3 つの最高裁判決が示された後の下級審における溺死事
故に関する裁判例の動向は次のとおりである。まず、入浴中事故ではな
(35) なお、乳児、泥酔者、高齢者は、嘔吐したうえで、吐物を誤嚥して窒息することがある。









先行特定説 (b) を採るものが多かったように思われる (たとえば、札幌地判平成 12 年
12 月 27 日・生保判例集 12 巻 661 頁、名古屋地裁一宮支判平成 14 年 2 月 14 日・生保判例
集 14 巻 35 頁参照)。












入浴中事故に関して、津地判平成 22 年 3 月 25 日・自動車保険ジャー




また、東京地判平成 23 年 9 月 13 日・自動車保険ジャーナル 1914 号
13 頁および同控訴審・東京高判平成 24 年 7 月 12 日・自動車保険
ジャーナル 1914 号 4 頁は、ともに、(ス)(溺水吸引) 自体を原因事故と
捉えており、かつ、外来性判断にあたり間接原因を考慮しないので、原
因事故複数候補選択説を採用している。
そして、大阪地裁堺支判平成 26 年 6 月 10 日・消費者ニュース 101 号
280 頁および同控訴審・大阪高判平成 27 年 5 月 1 日・判例集未登載









溺死事故以外では、東京地判平成 24 年 11 月 5 日・判時 2237 号 118
22 (322)







た。第 1審は原因事故先行特定説 (a) を採るものと思われ、前掲・最




また、長野地判平成 27 年 2 月 18 日・判例集未登載 (保険事例研究会





他方、平成 19 年の最高裁判決以降も、原因事故先行特定説 (b) を
採る裁判例も若干ながら存在する。たとえば、溺死事案ではないが、東
京地判平成 21 年 12 月 22 日・判例集未登載および同控訴審・東京高判









(37) なお、原 (2016) 16 頁および河森 (2017) 5 頁は窒息を原因事故と捉えている。
↗
(38) この両判決は上述の最高裁判例の立場に反すると思われるが、賛意を示す学説もある。
佐野 (2011) 17 頁参照 (ただし、佐野教授は、前段階事象も考慮のうえ、それが「主とし
23(323)
傷害保険における原因事故の捉え方について
また、大阪高判平成 23 年 2 月 23 日・判時 2121 号 134 頁は、前掲最
判平成 25 年 4 月 16 日の原審であるが、原因事故先行特定説 (b) を採























(39) 山下丈 (1977 (2)) 913 頁、坂口 (1991) 363 頁も同旨だと思われる。また、西嶋 (1980)
411 頁も同旨かと思われる (ただし、その後の西嶋 (1998) 381 頁では、この記述が削除さ
れており、新しく付加された記述からすると考え方が変わったようである)。原因事故以前
の事象を勘案すべきでないことを明言するものとして、潘 (2006) 249 頁、同 (2007a) 5 頁、
山野 (2008) 121 頁、竹濵 (2008) 111 頁 (ただし、潘教授および竹濵教授は原因事故受傷直
24 (324)










成 13 年 4 月 20 日 (傷害保険の偶然性要件に関する事件) や前掲最判平成














前事象説を採られるようである。前掲注 14参照)、岡田 (2009) 16-17 頁参照。↘
(40) 南出 (1998) 6-7 頁 (「因果の進行の当然の結果にすぎない」場合には、それ以前の事
象も勘案する立場である)、西嶋 (2003) 28 頁、山下友信 (2005) 455 頁 (ただし、山下
友信 (2013) 1 頁で改説を表明) 参照。
(41) 平成 19 年 (2007 年) の 3 つの最高裁判決以降も、学説においては、原因事故先行特定
説 (b) の考え方が根強く残っている。たとえば、佐野 (2008) 239 頁注 20、長谷川
(2009) 65 頁、横田 (2013) 50 頁以下、白井 (2012) 274-277 頁、洲崎 (2014) 131-132
頁、岡田 (2015) 236 頁、238 頁、土岐 (2015) 119 頁参照 (加瀬 (2009) 61-64 頁も同旨
かもしれない)。それは、やはり原因事故先行特定説 (b) は落ち着きの良い結論を導くこ
とができるからであろう (洲崎 (2014) 133 頁参照)。
(42) 裁判例として、たとえば東京地判平成 8年 11 月 21 日・判タ 942 号 231 頁、同控訴審・
東京高判平成 9 年 9 月 25 日・判タ 969 号 245 頁、東京地判平成 12 年 9 月 19 日・判タ





)。またたとえば、前掲最判平成 19 年 7 月 6 日までの下級審
裁判例において、入浴中の事故について疾病免責条項の適否が争われた事
(43) 大正海上火災保険 (1972) 15 頁、安田火災海上保険 (1980) 145 頁、148 頁、南出
(1998) 8-9 頁、大正海上火災保険 (1990) 16-17 頁、肥塚 (1999) 53 頁、三井海上火災保
険 (2000) 20 頁、損害保険料率算出機構 (2003) 12 頁 (ただし、同書 32 頁では疾病免責
条項の例にも挙げられている)、佐野 (2007) 244 頁、加瀬 (2009) 61 頁参照。また、田
辺 (1995) 275 頁も、「事故の外来性とは、傷害が身体の内部的原因によって生じた場合を
除く意味であって、…」とする。
ただし、堀内 (2009) 45 頁は、外来性を認めるようである。また、前掲最判平成 19 年
7 月 6 日以降は、疾病免責条項を創設的規定と捉える学説がほとんどである。たとえば、
山野 (2008) 120 頁、戸出 (2008) 167-168 頁、土岐 (2008) 21 頁、白井 (2008) 246 頁、
竹濵 (2008) 111 頁、岡田 (2009) 16-17 頁、榊 (2009) 163 頁参照。
なお、古い保険実務書によると、因果関係の問題と捉えたうえで、近因説を根拠にして
外来性を認めていた。たとえば、入浴中に発作を起こして溺死したような場合には、原因
事故 3 要件を充足するとしていた (東京海上火災保険 (1958) 12 頁 [草苅久太郎]、同
(1965) 14 頁[奥川昇=渋江克彦]、36 頁、41 頁[共に加用信三郎]、『ノンマリン査定ガイ
ド (新種保険編)』(1971) 60 頁 (疾病免責条項の問題として取り扱うとする)、『新種保険
の査定実務〈傷害編〉』(1976) 31 頁、35 頁、青山=河野 (1976)(著者は共に損害保険料
率算定会勤務) 26-27 頁も同旨)。なお、学者では林 (1984) 358-360 頁が近因主義を主張
していた。
その後、『〈新版〉新種保険の査定実務 (傷害保険編)』(1981) 35 頁、40 頁や東京海上
火災保険 (1989) 44 頁、47 頁では、同旨かもしれないが、「近因」の語が消えるとともに、
仮に同旨だとしても随分とトーンダウンした表現となっている。




ていた。南出 (1998) 6-7 頁も、相当因果関係説を妥当としたうえで、「因果関係の有無の
判断に帰着する問題である」とする。
なお、因果関係の問題として捉える背景には、原因事故について原因事故先行特定説





の因果関係の存否を求めがちである。たとえば、南出 (1998) 6-7 頁参照。
(44) ちなみに、日本で最初に本格的な傷害保険の引受を行った日本傷害保険株式会社の約款
では、疾病免責条項は設けられていなかった (粟津 (1913) 208-209 頁参照)。これは、保
険給付要件をもって十分に疾病が排除できると考えていたからだと推測される。なお、そ
の後に傷害保険の引受を開始した保険会社では疾病免責条項を設ける約款が多かった (北



























(45) 平成 19 年以前において入浴中事故に関して疾病免責条項が争われた数少ない裁判例と
しては、たとえば、共済契約の被共済者が入浴中かつ追い焚き中にクモ膜下出血となり、
そのまま熱傷で死亡した事案について、疾病免責を認めた旭川地判昭和 62 年 10 月 30 日・
判時 1268 号 141 頁がある。また、前掲大阪地判平成 11 年 1 月 14 日および同控訴審・前
掲大阪高判平成 11 年 9 月 1 日があるが、第 1審では疾病免責条項の適用を認め、控訴審
では適用を否定した。
(46) 榊 (2009) 161 頁参照。また、潘 (2007a) 5 頁参照。
なお、前掲大阪地裁堺支判平成 26 年 6 月 10 日および同控訴審・前掲大阪高判平成 27
年 5 月 1 日の事故は、溺水の原因として疾病の発病が疑われる入浴中溺死事案である。事































(47) 東京海上火災保険 (1965) 14 頁[奥川昇=渋江克彦]参照 (安田火災海上保険 (1980)
146 頁も同所の説明に賛成する)。ただし、この事例は、当該書籍の旧版においては、偶然
性に関する説明で用いられていたものであり、外来性や疾病との関係で用いられていたも
のではなかった (東京海上火災保険 (1958) 113 頁[草苅久太郎]参照)。また、もともと偶
然性に関する事例として紹介されていたものである (宮島 (1936) 148 頁参照)。
(48) 南出 (1998) 6-7 頁参照 (「おかれた状況下での当然の因果の進行の結果とは必ずしも



























































般的な保険契約者の理解である。普傷普約 2 条 1 項 (前掲 2 (1) 冒頭参
照) の約款文言を普通に読むと、[α]または[β]と理解されよう (文理解
釈および平易な解釈)。
(52) 武田 (2009) 264 頁注 12参照。また、潘 (2007b) 4 頁、塩崎他 (2009) 197-198 頁[潘
阿憲]も原因事故の捉え方に疑義を表している (溺れたことを原因事故と捉えているよう
である)。
ただし、最判の原因事故の捉え方に賛意を示す学説が多い。山野 (2008) 121 頁、西嶋
(2008) 12-18 頁、石田清彦 (2010) 201 頁参照。
(53) 第 1審判決 (神戸地裁尼崎支判平成 17 年 8 月 23 日・判例集未登載) や原審 (大阪高裁
平成 18 年 2 月 21 日・判例集未登載) においては、更生施設の安全確保義務違反には外来












論構造が解るのではないだろうか」と指摘される (大塚 (2015(1)) 32-33 頁、33 頁注 2)。
また、傷害保険発祥の英国においても、事故 (accident) の理解が、傷害保険請求可否を










とおりに記述すれば [α] の理解となるし ([α] の理解は、原因事故複数
候補選択説に繋がりやすい)、「急激かつ偶然な外来の」という語句が「事












(56) 天野 (2012) 11-12 頁は原因事故先行特定説に近いと思われる。また、大阪高判平成 23
年 2 月 23 日・判時 2121 号 134 頁も同様の考え方である (ただし、外来性として論じたが
ために、上告審である前掲最判平成 25 年 4 月 16 日で覆された)。




(57) なお、損害保険法制研究会による傷害保険契約法 (新設) 試案 (1995 年) 683 条の 2第
2 項では、「出来事」と表現されていた。
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る会社と「事故」と称する会社が併存した (北沢 (1934) 2-5 頁)。
太平洋戦争前に約款統一作業が行われて改正案が作成されたが、各社が採用しないまま









(60) 西島 (1998) 381 頁も、船の沈没等による溺死を例に挙げており、意図しない鼻口部水
没 (による溺水吸引) 自体ではなくて船の沈没等を原因事故と捉えているようである。




























ることができない状態を意味する」とも解されていた (東京海上火災保険 (1965) 8 頁。




(東京海上火災保険 (1989) 40 頁参照)。
(63) 偶然性の有無を判断するにあたり、原因事故のみで判断するのではなく、「原因事故か
ら受傷へと至る経過」を判断対象とすべきとする見解もある (山下丈 (1977(2)) 897 頁、
901 頁注 6参照)。ただし、この見解においても、原因事故以前の事象をも考慮対象とする
とは述べられていない。
































































(66) 平沼他 (2014) 88 頁 [織田順発言]を基に作成した事例である。また、東京地判平成 10
年 12 月 16 日・生保判例集 10 巻 482 頁は、このような事態が入浴中に発生した事案であ
































上火災保険 (1958) 114 頁[草苅久太郎]) とされている)。また、入浴中溺死のように、意
識障害に至る機序が医学的にも解明されていない事案では、証明度について高度の蓋然性
を求める判例・通説の立場では、保険者が疾病免責条項の該当性を十分に立証できない可
能性が高い。前掲大阪地裁堺支判平成 26 年 6 月 10 日、同控訴審・前掲大阪高判平成 27











体障害 (頭部打撲) や当該身体障害発生に至る機序 (転倒による頭部強







































































































障害も発生したと捉えるかもしれない (1 原因事故かつ 1 保険事故)。け
れども、転倒や頭部強打を原因事故として捉えることに問題があることは







(2 原因事故かつ 2 保険事故)。けれども、一つめの保険事故に関して転倒
あるいは頭部強打を原因事故と捉えることに問題があるほか (前述 (4)
②参照)、原因事故および保険事故が二つになってしまう点にも問題があ
る。原因事故 (数) や保険事故 (数) が異なれば保険給付額などに影響を








なった原因事象 (何かに躓いたり、誰かに押されたりしたこと (同論文 47 頁参照) や疾
病の発作等) を原因事故と捉えるべきであるが、横田准教授は線路への転落を原因事故と
捉えているようである (同論文 49-50 頁参照)。
40 (340)














































































































































らすると (最判平成 7 年 11 月 10 日・民集 49 巻 9 号 2918 頁)、保険給付
要件を規定する条項 (普傷普約 2条 1項) のみならず、他の条項において
も「事故」は同一内容を意味しているものと解釈すべきことになる。そこ








































(普傷普約 3 条 1 項柱書)、「核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚
染された物の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性に
よる事故」(同項 11 号) が免責と規定されている。また、同項では、戦





はその有害特性による事故 (同項 11 号) に「随伴して生じた事故また
はこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故」も免責と規定されて
いる (同項 12 号)。いずれの原因事故についても、事故性または重要性
のある事象を意味しており、受傷直前事象を意味するとは考え難い。
ちなみに、当初の統一約款 (1947 年) では、「事故」の定義は置かれ
ていなかったが、随伴事故免責条項に関しては、現行約款と同様に「事









めて 180 日以内に死亡した」ことを保険給付要件としている (普傷普約
5条 1項)。
後遺障害保険金に関しては、「事故の発生の日からその日を含めて
180 日以内に後遺障害が生じた」こと (同 6 条 1 項)、または、「事故の
発生の日からその日を含めて 180 日を超えてなお治療を要する状態にあ
る」こと (同 6条 2項) を保険給付要件としている (なお、後者の場合
は、「事故の発生の日からその日を含めて 181 日目における被保険者以
外の医師の診断に基づき」、保険者が後遺障害を認定することとなって
いる。同 6 条 2 項)。そして、これらの規定と連動して、後遺障害保険
金請求権の行使可能時期が、「被保険者に後遺障害が生じた時または事
故の発生の日からその日を含めて 180 日を経過した時のいずれか早い





(同 7 条 1 項注、8 条 1 項注)。そして、これらの規定と連動して、入院
保険金請求権の行使可能時期が、「傷害の治療を目的とした入院が終了
した時または事故の発生の日からその日を含めて 180 日を経過した時の
いずれか早い時」と規定されており (同 27 条 1 項 3 号)、通院保険金請
求権の行使可能時期が、「傷害の治療を目的とした通院が終了した時、
…時または事故の発生の日からその日を含めて 180 日を経過した時のい





















(78) ちなみに、当初の統一約款 (1947 年) では、起算点を「被害の日」と規定していた



























当初の統一約款 (1947 年) においては、「其 (傷害のこと。筆者注) ノ























などと規定する筈だからである。実際、当初の統一約款 (1947 年) で
は、受傷を基準時としており、「保険料領収前ニ被リタル傷害」と規定










傷直前事象と解する余地がある (本文 3 (7) ①の 2段落目参照) とは言えないと考えられ






ちなみに、当初の統一約款 (1947 年) においても、「事故発生ノ状況
















































































(そして、保険法 69 条 6
号において、「傷害疾病又は給付事由」の発生を、保険期間の内外を判
(80) 損害保険料率算定会 (1968) 130 頁、安田火災 (1980) 137 頁、古瀬 (1982) 108 頁、
吉田 (1985) 98 頁、松本 (1996) 432 頁、松田 (2009a) 284 頁参照。
(81) 山下友信 (2005) 360 頁、萩本 (2009) 167 頁 8-9 行目参照。ただし、結局のところ、
保険事故について、保険期間内外を判断する際の基準事象と捉えるのか (そもそも保険期
間内外の判断基準となるのは保険事故であるという立場からすると (たとえば、鈴木




































167 頁、山下=米山 (2010) 148 頁注 26[洲崎博史])、両概念を用いて保険期間を定義して
いるものと考えられる (山下=永沢 (2014) 337-338 頁[金岡京子])。つまり、傷害保険の
原因事故概念は保険法上に取り込まれておらず、そのため、保険期間を規定する保険法 69
条 6 号でも顧慮されなかったのかもしれない。


















品 (たとえば、普通傷害保険) を前提してきた (前述 2(1) ②参照。ただ










的に一定期間延長される (同・普通保険約款 5 条 3 項、4 項)。そして、「旅行行程」中に
発生が必要なのは、原因事故 (海外旅行傷害保険における「保険事故」) ではなくて、受
傷であると明定されている (各特約 2条 1 項)。このように、海外旅行傷害保険では、「旅
行行程」概念を中心に保険カバーの対象範囲が設定されており、不測の事態が発生すると
「旅行行程」を包摂する保険期間が適宜自動的に延長する構造となっているので、一般の












(損害保険料率算出機構「標準約款」(2016 年 3 月) の交通事故傷害保険






































行特定説 (b)(原因事故を先に特定するものの、原因事故 3 要件の充足有
無を判断するにあたり、原因事故の前段階事象を勘案するアプローチのこ
と) は採用できない (前述 3 (1))。また、保険約款の平易な解釈や保険
販売時の保険者の説明内容からすると、原因事故受傷直前事象説は採用で
きない (前述 3 (2))。そして、同一の原因事故について急激性、偶然性、
外来性の 3 要件具備を求めることからしても (前述 3 (3))、同種事例間
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